


②水道事業に係る資格保有数の増

実績
(単位)

1.5件/人 1.5件/人 1.5件/人 1.5件/人 1.6件/人

進捗
状況

協約
期間

平成27年4月1日～平成30年3月31日（3か年の2年目）

団
体

分
類 引き続き経営の向上に取り組む団体

25年度
(実績)

26年度
（実績）

27年度
（実績）

28年度
（目標）

29年度
（目標）

-

順調

②国内技術支援件数の増

①国際関連事業件数の増

国際関連事業件
数

17件

-

国際関連
事業件数
24件

順調

国際関連
事業件数
17件

実績
(単位)

国内技術
支援件数
12件

国内技術
支援件数
15件

進捗
状況

- - 順調 -

平成28年度　総合評価シート

団体名 横浜ウォーター株式会社 所管課 水道局　国際事業課

実績
(単位)

進捗
状況

公益的使命の達成に向けた取組(1)

順調

国際関連
事業件数
15件

-

国際関連
事業件数
20件

業務・組織の改革

①民間登用の拡大

実績
(単位)

進捗
状況

25年度
(実績)

26年度
（実績）

27年度
（実績）

28年度
（目標）

売上高
3.9億円

売上高
4.0億円

売上高
4.5億円

順調

①売上高の確保

実績
(単位)

売上高
2.9億円

配当又は増資の
実施

29年度
（目標）

- - 順調 順調 -

民間等出身の役
員・職員の割合

25%

民間等出
身の役員・
職員の割
合　19.4%

民間等出身の役
員・職員の割合

23.5%

民間等出身の役
員・職員の割合

22.2％

国内技術
支援件数
19件

国内技術
支援件数
15件

国内技術支援件
数

15件

25年度
(実績)

26年度
（実績）

27年度
（実績）

28年度
（目標）

29年度
（目標）

②国内技術支援件数の増

※②は、公益的使命の達成に向けた取組(1)②
の国内技術支援件数のうち、局からの受託事
業や国及び他事業体への技術支援件数を除
いた、「国内民間企業への技術支援（アドバイ
ザリー業務等）件数」を抜き出した内数です。

実績
(単位)

国内技術
支援件数

6件

国内技術
支援件数

8件

国内技術支援件
数
5件

国内技術支援件
数
8件

国内技術支援件
数※②
8件

①
協
約
の
取
組
状
況

-

①水ビジ協会員企業との連携

※①は、公益的使命の達成に向けた取組(1)①
の国際関連事業件数のうち、水ビジ協会員企
業との連携件数を抜き出した内数です。

実績
(単位)

水ビジ協
会員企業
と　の連携
案件数　5

件

水ビジ協会員企
業との連携案件

数
7件

水ビジ協会員企
業との連携案件

数　14件

水ビジ協会員企
業との連携案件

数
5件

水ビジ協会員企
業との連携案件
数※①　5件

進捗
状況

- - 順調 -

公益的使命の達成に向けた取組(2)

経常利益　2000
万円

- -

順調 -

②経常利益の確保

実績
(単位)

配当又は増資の
実施

③利益還元

実績
(単位)

未実施 未実施 未実施

進捗
状況

順調 順調 -

順調 順調 -

やや遅れ 順調

順調

財務の改善に向けた取組

-- -

進捗
状況

-

- -

経常利益
900万円

25年度
(実績)

26年度
（実績）

27年度
（実績）

28年度
（目標）

-

29年度
（目標）

売上高　4.5億円

- - 順調 順調

経常利益
3400万円

経常利益
2000万円

進捗
状況

民間等出身の役
員・職員の割合

24％

進捗
状況

経常利益
1400万円

添付資料

01051010
テキストボックス



協約
期間

平成27年4月1日～平成30年3月31日（3か年の2年目）

団体名 横浜ウォーター株式会社 所管課 水道局　国際事業課

（協約の策定時から、外部環境等に大きな変更なし）

取組の強化や課題
への対応が必要

協約の見直しが必要
団体経営の方向性
の見直しが必要

　協約の取組目標の一部にやや遅れが認められるが、概ね順調に取り組まれている。また、他に団体の経
営状況に新たな課題は認められない。引き続き財務の健全化を確保しつつ、人材育成に努め、さらなる経
営基盤の強化を図る必要がある。

都市の基礎的なインフラである上下水道事業は、国内では技術継承や施設の老朽化への対応、海外では持続的な経
営に向けた技術力の向上など、様々な課題を抱えています。横浜ウォーターと横浜市が連携したビジネス展開により、こ
うした課題解決への貢献に取り組んできた実績が、設立以来６期連続での黒字確保と現在の事業拡大につながっていま
す。現在のこの成長を確実なものとしていくため、多様なニーズに応じたサービスを提供し、将来を見据えた事業展開を
行うとともに、経営基盤の強化に取り組むことが必要です。

②
環
境
・
状

況
の
変
化

「海外大型プロジェクトの本格的指導･事業運営参画」「下水道分野への積極的進出」「市内企業等との連携強化」「国内
上下水道事業体運営支援の展開」という４つの事業の方向性に沿って、引き続き事業拡大に取り組み、公･民のパート
ナーから信頼される企業として実績を構築していきます。また、将来の成長･発展に向け、様々なビジネスチャンスの獲得
に向け取り組みます。こうした事業展開を支えるため、人材の確保による組織体制の強化や資金繰りやコスト管理の徹底
など財政の健全性の確保など経営基盤の強化にも取り組みます。

③
団
体
の

経
営
状
況

会社設立以来これまでの間に、横浜市水道局及び環境創造局等と連携し、国際案件の着実な実績を積み、海外での水
道事業体支援に貢献するとともに、国内事業体支援業務を開拓するなど会社の強みを活用したビジネスモデルを構築
し、着実な事業実績をあげてきました。平成27年度はこうした実績を反映し、売上高の目標達成と、目標を上回る経常利
益を確保しました。今後も協約の目標達成を目指し、さらなる事業の開拓に努め、当社及び横浜市が有する上下水道に
係る技術力やノウハウを活かしながら、収益の確保を図りつつ、国内外の水道事業が抱える課題解決に貢献してまいりま
す。

⑥
協
約
の

見
直
し

協約の見直しの必要性：　有　　無

【見直しが必要な理由及び協約の変更内容】

⑤
課
題
へ
の

対
応

④
今
後
の

課
題

経営向上委員会　助言

引き続き取組を推進
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